
平成30年台風第21号
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平成30年台風第21号の浸水箇所と被害概要
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臨港道路
通行止め

大阪南港フェリー
ターミナル人道橋破損

堺泉北港

南港北防波堤
パラペット破損

国際フェリーターミナ
ル等空コンテナ流出
28個

尻無川大正内港
作業船12隻はしけ
10～15隻漂流・着

大阪港

夢洲コンテナターミナル
(C10-C12)
・コンテナ散乱
・ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ6基損傷
・RTGｸﾚｰﾝ2基損傷

臨港道路
通行止め

武庫川下流浄化センター
等浸水被害

尼崎西宮芦屋港

船舶乗上げ（消波ブロック損壊）

鳴尾浜
仮置きクレーン２基倒壊
ふ頭施設被害（資材置場）
鳴尾浜浸水被害

港島トンネル
浸水

PL-4
・事務所、

上屋倉庫浸水

住吉浜沖
コンテナ7～8個浮遊

摩耶ふ頭東沖0.25マイル
コンテナ2個浮遊

高橋川
浸水被害

神戸港浸水

護岸・柵損壊

臨港道路
通行止め

RC-2、RC-4/5
・ヤード内冠水、空ｺﾝﾃﾅ約100個が
ﾔｰﾄﾞ内散乱
・ヤード内積立コンテナ倒壊
・コンテナ火災
・ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ７基損傷(RC2:3基、
RC4/5:4基)

PL-13
・バース内停電

甲子園浜地区
中古車火災

南芦屋浜地区
コンテナ打上
浸水被害

小型船打上

船舶乗上

RC-6、RC-7
・ヤード内上屋・電気設備等・車
両など高潮浸水、空コンテナが
ヤード内散乱・海上への流出、
車両火災
・ヤード内積立コンテナ倒壊
・ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ５基損傷
・RTGｸﾚｰﾝ14基損傷

防潮堤損壊

枝川浄化センター
浸水被害

宮川
浸水被害

防波堤等損壊

臨海企業
大型部材流出

船舶乗上

神戸港

浸水箇所

凡 例



RC2

RC4
RC5 RC6

RC7

PC13

PC14

PC15
PC16
PC17

PC18

阪神港（神戸港）
潮位観測
（気象庁）

六甲アイランド浸水深（cm）

東側

西側
154140

195
21

70 100

凡例：浸水域

波浪観測
（国交省）

気象庁
潮位観測

233cm

▽現地調査による
推計水位（東側）

310cm～357cm

天文潮位

観測潮位

六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞの潮位と天端高

既往最高潮位
230cm

六甲（RC6,7）天端高240cm

神戸港の潮位観測では233cmを記録し、また、国土技術政策総合研究所及び港湾空

港技術研究所の現地調査結果により測定された水位は六甲アイランド西側で290～

317cm、東側で310～357cmとなり、水位は東側ほど高くなっている。

国土交通省の神戸港沖の波高観測値は有義波高で4.72mと、既往最大値4.43mを超

え、波浪の影響も大きかったと推測される。

六甲アイランド（堤外地）の高潮浸水状況
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平成30年台風第21号による被害状況

コンテナの倒壊・漂流（神戸港）

堤内地の浸水（尼崎西宮芦屋港南芦屋地区）トンネルの浸水（神戸港港島トンネル）

コンテナ回収状況（神戸港）
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約3,100ha

被害無し

S36
第二室戸台風

H30
台風21号

約13万戸

被害無し

H30
台風21号

0

1

2

3

4

平成30年台風21号で、大阪港では第二室戸台風を上回る既往最高の潮位を記録。
昭和36年の第二室戸台風では約13万戸が浸水したが、その後の海岸・河川堤防、水門の整備（約1300億円）
や適切な維持管理（約200億円）により、市街地の高潮浸水を完全に防止。被害防止の効果は約17兆円と推定。

これまで進めてきた大阪湾の高潮対策により、浸水被害を防止！！既往最高潮位を約40cm上回る潮位を記録

浸水面積

第二室戸台風の高潮浸水域 河川・海岸事業による高潮対策

浸水戸数

未整備の場合

の想定被害額※１

海岸・河川堤防等の

整備費※2と維持管理費
※3

整備費 約1300億円

高潮対策による
整備効果約17兆円

引用：大阪管区気象台（1962）：第二室戸台風報告．大阪管区異常気象調査報告9.3

※1 第二室戸台風当時の整備レベルで浸水した場合の推定値（概略）
※2 関連する直轄および大阪府、大阪市の河川・海岸堤防、水門等の整備費を集計
※3 関連する直轄および大阪府、大阪市で管理する河川・海岸堤防、水門等の維持管理費を

昭和40年代以降で集計

整備効果最高潮位（大阪）

S36
第二室戸台風

H30
台風21号

TP+2.93m
S36.9.16

（既往最高）

TP+3.29m
H30.9.4

14:18

m

被害額
約17兆円

伊勢湾台風級の高潮に十分対処できる 恒久的防潮
施設 を整備

河川堤防

海岸堤防

水門、排水機場

（国管理）
（大阪府管理）
（大阪府管理）
（大阪市管理)

尻無川水門

木津川水門

安治川水門

毛馬排水機場

大阪市役所

大阪府庁

ＪＲ新大阪駅

ＪＲ大阪駅

水門内
（上流側）

水門外
（下流側）

水門外水位
TP+3.83m

水門内水位
TP+0.75m

約3.0m

台風21号による高波来襲から市街地を守る木津川水門（平成30年9月4日）

維持費 約200億円

S36
第二室戸台風

着実な高潮対策により、既往最高潮位でも浸水被害を防止

【 平成30年台風21号による大阪湾の高潮 】
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★ターミナルにおける予防保全対策の充実
○コンテナ固縛強化（ラッシングベルト二重化、固縛用アンカーの設置等）
○コンテナの段落し（4,5段→3段 等）、地盤の高い箇所への移動
○荷役機械の固定、避難箇所（地盤の高い箇所）の設定
○荷役機械の電源設備の活用（バックアップ電源としての活用）
○電源設備周りへの土嚢設置（浸水防止）

★事前防災行動計画の充実・明確化
○フェーズ別高潮・暴風対応計画の充実
○港湾BCPの高潮・暴風災害への拡張
○高潮ハザードマップの整備
○エリア減災計画の充実
○施設利用可否情報の集約・発信及び代替施設調整機能の強化
○緊急時対応体制の強化（災害等防災協定の充実・強化）

★点検・観測・情報共有体制の充実
〇施設点検項目・頻度の充実
○潮位・波浪の観測網、監視カメラの充実
○ナローマルチソナー等の利活用促進

★インフラ等の機能維持
○電源設備のバックアップの確保
○電源設備・荷役機械の耐水機能改善
○電源設備の嵩上げ
○避難場所・避難路の設置
○漂流物防止柵等の設置
○コンテナターミナル等の排水機能強化、地盤のかさ上げ
○防潮堤の新設、嵩上げ等海岸保全施設の機能強化

⑯ 大阪湾港湾等における高潮対策検討委員会での検討

ソ
フ
ト

ハ
ー
ド

台風第21号の被害を踏まえ、近畿地方整備局に「大阪湾港湾等における高潮対策検討委員会」を
設置し、今後の高潮・暴風対策のとりまとめを行った。（平成31年4月）

自
助

共
助

公
助



３．高潮・暴風対策の検討
以下の事項を検討。

・電源浸水対策
・コンテナの倒壊・流出対策
・荷役車両の浸水対策
・ターミナルの停電対策

１．フェーズ別高潮・暴風対応計画
台風等の接近に際し、標準的な防災行動をあらかじめ時
系列に整理し、関係者が防災行動を行う判断材料として
活用。

⑰ 港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（改訂版）

台風第21号に伴う高潮による大阪湾港湾等への被害を契機に、国土交通省港湾局で全国の港湾におけ
る高潮対策を検討し、「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」を改訂（平成31年3月29
日公表）。

防災情報
フェーズ 時間目安

基本的な防災行動

情報収集・体制 対策・関係者対応

警報級の現象が
予想される
台風の発生

フェーズ１
準備・実施

段階

台風接近の
５～１日前

情報収集
災害時の体制準備

事前対策の準備
注意喚起

強風注意報、
高潮注意報

フェーズ２
状況確認

段階

台風接近の
１日～半日

程度前

関係者への情報提供
避難準備、体制確認

状況確認

暴風警報、高潮警報
or

暴風特別警報、
高潮特別警報

フェーズ３
行動完了

段階

台風接近
の半日～
６時間程

度前

従業員等の避難 対策完了の確認

暴風が吹き始めると対策や避難が困難となるこ
とから、暴風警報が発表されてから暴風が吹き
始めるまでの間（概ね３～６時間以内）に防災行
動を完了させる

台風接近時
（高潮・暴風発生）

モニタリング

警報解除・体制解除
台風通過後

（高潮・暴風収束）
出動要請、派遣 点検

電気設備の嵩上げ事例

嵩上げ

電気設備

２．エリア減災計画
物流・産業活動に重大な影響を及ぼす被害が想定される
エリアを選定し、関係者でソフト・ハード対策を含む計画を
策定。

風に強いコンテナの積み方 34



⑱ 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 【港湾関連】

＜外貿コンテナターミナル＞
・コンテナ流出対策 （約30施設）
・電源浸水対策 （約20施設）
・耐震対策 （約5施設）
・港湾BCPの充実化 （約40港）

＜クルーズターミナル＞
・情報提供体制の確保 （約2施設）
・港湾BCPの充実化 （約40港）

＜臨港道路＞
・トンネルの冠水対策 （約2施設）
・橋梁の耐震対策 （約15施設）
・道路の液状化対策 （約5施設）
・港湾BCPの充実化 （約85港）

＜内貿ユニットロードターミナル＞
・コンテナ流出対策 （約2施設）
・電源浸水対策 （約2施設）
・停電対策 （約10施設）
・耐震対策 （約5施設）
・港湾BCPの充実化 （約65港）

＜緊急物資輸送ターミナル＞
・耐震強化岸壁の整備 （約10港）
・港湾BCPの充実化 （約70港）

＜防波堤＞
・高潮・高波対策 （約10施設）
・津波対策 （約5施設）
・港湾BCPの充実化 （約65港）

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

コンテナの散乱状況
（神戸港）

トンネルの冠水状況
（神戸港）

コンテナターミナルの液状化
（苫小牧港）

電気設備の被害
（神戸港）

重要インフラの緊急点検

上記被害等を踏まえ以下の点検を実施

電気系設備の嵩上げ

・ターミナルの天端高・耐震性
・コンテナの流出対策
・電源位置、非常用電源の有無
・臨港道路の冠水対策、耐震性、液状化リスク
・防波堤の高潮・高波・津波対策
・港湾BCP 等

防波堤の粘り強い化

耐震強化岸壁

非耐震強化岸壁

防波堤

基礎マウンド

【腹付の設置】 【洗掘防止マットの敷設】

【被覆ブロックの設置】
【天端形状の工夫】

粘り強い防波堤のイメージ

津波に
よる外力

耐震強化岸壁

平成30年７月豪雨、平成３０年台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震をはじめとする近年の自然災害により、ブラックア

ウトの発生、港湾機能の停止など、国民の生活・経済に欠かせない重要なインフラがその機能を喪失し、国民の生活や経済活
動に大きな影響を及ぼす事態が発生。

これらの状況を踏まえ、総理大臣からの指示を受け、国民の生命を守り、暮らしと経済を支える重要インフラの機能確保につい
て緊急点検を行い、点検の結果等を踏まえ、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、３年間で集中的に実施中。
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⑲ 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 【港湾海岸関連】

＜水門・陸閘等の電力供給停止時の操作確保対策＞
・予備発電機の設置等 （約３施設）

＜海岸堤防等の高潮・津波対策＞
・堤防のかさ上げ、消波施設の整備等 （約５０箇所）

＜海岸堤防等の耐震対策＞
・耐震照査の実施 （約５５箇所）
・耐震対策の実施 （約３０箇所）

＜高潮対策等のためのソフト対策＞
・観測施設の欠測防止対策等 （約１０施設）

※施設・箇所数は港湾局所管海岸分を計上。
※ソフト対策には、上記の他、津波・高潮浸水想定（約５県）の費用を分担。

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

浸水被害の状況
（尼崎西宮芦屋港海岸）

重要インフラの緊急点検

上記被害等を踏まえ以下の点検を実施

・自動化・遠隔操作化された水門・陸閘等の
非常用電源等の確保状況

・海岸堤防等の堤防高の確保状況

・海岸堤防等の耐震性の確保状況、耐震照査
の実施状況

・海岸管理を目的とした潮位等の観測体制
等

臨海部の液状化の状況
（苫小牧港）

堤防かさ上げ
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令和元年台風第15号
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令和元年台風第15号の概要

38

出典：お天気.com 過去の台風・経路図
（https://www.otenki.com/index.php?mmmsid=bbtenki&actype=page&page_id=0001_pasttyphoon）

○台風15号データ
（9月9日4時 横浜市付近を通過時）

・中心気圧：960hPa
・最大瞬間風速：41.8m/s （=150km/h）
・1時間降水量：66.0mm
・高潮（最大潮位）：80cm

台風の接近・通過に伴い、伊豆諸島や関東地方南部を中心に 猛烈な風、猛烈な雨となった。
特に、千葉市で最大風速35.9m、最大瞬間風速57.5mを観測するなど、多くの地点で観測史上１位の最大風
速や最大瞬間風速を観測する記録的な暴風となった。

気象庁潮位観測情報
（http://www.jma.go.jp/jp/choi/graph.html?areaCode=&pointCode=124607&index=4）

台
風
接
近
時

強風域

暴風域

9/10
9時9/9

9時9/8
9時

9/7
9時

9月9日午前4時
横浜市付近を通過



東京湾の港湾の被災･復旧状況(10月2日 15:00時点)

青海コンテナふ頭
⇒0,1,2号岸壁 実入りコンテナずれ（復旧済）
⇒4号岸壁 空コンテナ散乱（復旧済）、ターミナルゲートの破損

本牧海釣り施設
⇒:釣り桟橋への渡橋が破損

南本牧ふ頭
⇒MC2 クレーン１基破損（復旧済）
⇒MC3 給電ケーブルずれ（復旧済）
⇒シャーシ置場冠水(復旧済)

川崎コンテナふ頭
⇒コンテナ散乱等（復旧済）

千葉中央地区コンテナふ頭
⇒コンテナ散乱（復旧済）

中央防波堤外側外貿コンテナふ頭
⇒空コンテナ散乱（復旧済）

10号地フェリーふ頭VAC

東京港東京港

東京港

千葉港

川崎港

横浜港

川崎港

東京港

千葉港

横浜港

横須賀港

基幹防

【凡例】

利用不可

利用可

横浜港大さん橋ふ頭
⇒ボーディングブリッジに軽微
な損傷

横浜港

晴海ふ頭（旅客船ターミナル）
東京港

竹芝ふ頭（旅客船ターミナル）

東京港

品川コンテナふ頭
⇒空コンテナが海中に落下の可能性

（調査の結果、着岸可能）

東京港

南本牧はま道路
⇒橋脚に7000t級船舶衝突
⇒閉鎖中（代替ルートあり）

横浜港

横浜ベイブリッジ
⇒国道357号ランプ部が通行止め

（開通済）

横浜港

大黒ふ頭
⇒T9岸壁 クレーン１基破損（復旧済）
⇒C4岸壁 コンテナ散乱、SOLASフェンス倒壊

（復旧済）

横浜港

本牧ふ頭
⇒C5～9岸壁:空コンテナ散乱、

ヤード内一部冠水（復旧済）
⇒D4岸壁:空コンテナ散乱、SOLASフェン

ス倒壊、ターミナル浸水等（復旧済）
⇒BC岸壁：ヤード利用可

（SOLASフェンス倒壊、クレーン損傷、
舗装損傷（仮復旧済））

⇒D5岸壁:空コンテナ散乱（復旧済）
⇒D1岸壁：クレーン1基修理中、空コンテ
ナ散乱、SOLASフェンス倒壊、舗装損傷
（復旧済）

横浜港

久里浜地区フェリー桟橋

大黒大橋
⇒フローティングドック接触による

損傷（復旧済）

横浜港

横浜港

浮島町公園
⇒護岸損傷（公園閉鎖）

川崎港

馬堀地区
⇒護岸損傷

平成地区
⇒舗装損傷（通行止め、海辺
つり公園施設損傷（公園閉鎖）
走水･観音崎地区
⇒ボードウォーク損傷（一部利
用不可）

※令和２年６月末復旧予定

横須賀港

海岸堤防等

の被災

金沢地区木材ふ頭
⇒岸壁損傷、SOLASフェンス倒壊

本牧ふ頭周辺
⇒護岸倒壊（応急復旧済）

八景島
⇒護岸損傷

横浜港

福浦地区
⇒護岸損傷、舗装一部陥没（応急復
旧済）
幸浦地区
⇒護岸損傷（応急復旧済）

⇒護岸損傷（利用不可）
※フェリーは別岸壁を利用して
おり、運行に支障なし

浜金谷港

大黒海釣り施設
⇒道路冠水、倒木、フェンス倒壊等

金谷地区
⇒護岸損傷

横須賀港

大井コンテナふ頭
東京港

出典：国土地理院HP 39



D1 渡版はずれD1 空コンテナ、SOLASフェンス倒壊

D4コンテナ倒壊 D1 渡版はずれ復旧状況（9月10日）

本牧ふ頭Ｄ1バース、Ｄ4バース

本牧ふ頭Ｄ１バース、Ｄ４バースでは暴風等により空コンテナやフェンスが倒壊する被害が発生。
本牧Ｄ１バースでは下部からの波力で、桟橋とエプロンを接続する渡版がはずれる被害が発生。

渡版
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南本牧はま道路

① ② ③

鋼床版箱桁橋
めくり上がり、照明柱傾斜

PC橋
高欄損壊

撮影方向

①②

③

【船舶】
船種：一般貨物船
船名：BUNGO PRINCESS
全長：103.64m
全幅：18.8m
ＧＴ：6,736t
ＤＷＴ：10,034t

衝突した船舶

南本牧はま道路は、平成２９年３月４日に供用を開始した、南本牧コンテナターミナルと首都高湾岸線を直結
する臨港道路だが、走錨した船舶が衝突し、現在通行止。

鋼床版箱桁橋
高欄損壊及び衝突船残骸
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金沢区（福浦地区） 被災状況

トイレ床上浸水、排水詰まり

パラペット約50m倒壊

パラペット約2m倒壊土砂堆積

パラペット約30m倒壊

陥没２か所（各3×3m程度）

人孔周辺陥没

陥没（約10×10m）
護岸の傾斜

パラペット約50m倒壊

パラペット約20m倒壊

パラペット約40m倒壊
陥没

パラペット約70m倒壊

パラペット約100m倒壊

トイレ内装・外装被害大 パラペット約200m倒壊

パラペット約20m倒壊

陥没

※延長は目測による

陥没

陥没

Source: Esri, DigitalGlobe, GeoEye, Earthstar Geographics, CNES/Airbus DS, USDA, USGS, AeroGRID, IGN, and the GIS User Community

人孔ズレ

陥没

写真①

写真②

写真③

写真④

① 土砂堆積＋パラペット倒壊

② 陥没

③ パラペット倒壊

④ 大規模陥没

9月18日時点で、土のう1,546袋を設置し応急復旧完了

金沢区福浦地区は横浜市が造成した工業団地だが、護岸約600ｍが倒壊し、隣接する幸浦地区も含めて、
国道357号の東側3.92k㎡のエリアが浸水。被害事業者数は483事業所（9月24日時点）。

国道357号
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出典：国土地理院HP

陥没



令和元年台風第19号
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令和元年台風第19号の概要

出典：お天気.com 過去の台風・経路図
（https://www.otenki.com/index.php?mmmsid=bbtenki&actype=page&page_id=0001_pasttyphoon）

○台風19号データ
・中心気圧：960hPa（10月12日21時 横浜付近通過時）
・最大風速：43.8m/s （=158km/h）

（ 10月12日20時30分 横浜市）
・24時間降水量： 945.2mm （箱根町）

台風の接近・通過に伴い、東日本の広範囲において 猛烈な風、猛烈な雨となった。
神奈川県足柄下群箱根町では945.2mmの観測史上１位の24時間降水量を観測。また、横浜市で
は、これまでの10月1位の値を更新する最大瞬間風速43.8メートルを観測するなど、多くの地点で
記録的な降水量や最大瞬間風速等を観測した台風となった。

気象庁潮位観測情報
（http://www.jma.go.jp/jp/choi/graph.html?areaCode=&pointCode=124607&index=4）

10/12
9時

10/13
9時

台
風
接
近
時

【潮位（横浜） 】



東京湾の港湾の主な被災箇所(10月14日12:00時点)

◆南本牧ふ頭
・越波による裏込め損傷

・中古車が波により移動
・MC1,2 ガントリークレーン6基のうち2基が

動作不具合⇒1基は仮復旧済
・MC2 フェンス傾斜、空コン落下
・MC3 空コンとフェンスの接触
※ターミナルの運用に支障なし

◆川崎コンテナふ頭
・荷捌き地の床版が一部損
傷（運用に支障なし）

・フェンス倒壊、資材散乱
◆東扇島地区
・シャーシ横転、フェンス倒壊、
ガードレール横転

◆千葉中央地区コンテナふ頭
・信号所停電（非常用停電で稼働中）
⇒復旧済

◆大井コンテナふ頭、芝浦コンテナふ頭
・コンテナ崩れ
◆青海ふ頭A0～A2岸壁
・ガントリークレーン6基のうち2基が電気

系統損傷⇒復旧作業中
◆中央防波堤内側コンテナふ頭
・シャーシ横転
◆中央防波堤外側コンテナふ頭
・ガントリークレーンのケーブル絡みあり

⇒復旧作業中
※ターミナル運用に支障なし

東京港

千葉港

川崎港

川崎港

東京港

千葉港

横浜港

◆横浜港大さん橋ふ頭
・ボーディングブリッジ2号と5号の
固定ワイヤーが切れて2機が衝突

⇒クルーズ船着岸に支障のない
よう対応（14日予定どおり寄港済）

横浜港

◆大黒ふ頭
・T3～5 岸壁前面が一部損傷
⇒クルーズ船着岸に支障のないよう対応（14日寄港予定あり）
・全域で20cm～30cmの浸水が発生（13日8:30には解消）
・T1 SOLAS監視小屋が倒壊
・T4～5 オイルコンテナがフェンスに衝突
・T8横H岸壁 SOLASフェンス倒壊、車同士が接触

◆久里浜地区
・被害なし

◆金谷地区
・護岸損傷

浜金谷港

横須賀港

◆福浦地区
・護岸において、事前に設置した
土嚢が一部崩れ
⇒事前対策（土嚢の三重防護）に
より、工業団地の浸水被害なし

横浜港

横浜港

横浜港

川崎港東扇島沖にて、貨物船（1,925GT）沈没
⇒油流出。13日10:45に清掃兼油回収船

「べいくりん」出港し、活動中

川崎港
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【凡例】

利用不可

利用可

海岸堤防等

の被災



横浜港 大黒ふ頭 被災状況
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大黒ふ頭 T5 Ｔ－５岸壁一部損傷

臨港道路

北部事務所

臨港道路 冠水状況 北部事務所 浸水状況



横浜港 金沢区（福浦地区） 被災状況

護岸応急復旧状況
（9月19日撮影）

台風第15号により、護岸が倒壊したため、土のう設置により応急復旧を実施。
台風第19号により、設置した土のうが一部崩壊したものの、３列に配置していたことで浸水被害を防止。

土のうを３列に配置し浸水被害を防止（10月12日撮影）
土のうによる３重防護のイメージ

越波により浸水

越波による浸水被害を防止

第1ライン

第2ライン

第3ライン

第1ライン

第2ライン

第3ライン

土のう（第1ライン）の一部崩壊
（10月13日撮影）

トイレ床上浸水、排水詰まり

パラペット約50m倒壊

パラペット約2m倒壊土砂堆積

パラペット約30m倒壊

陥没２か所（各3×3m程度）

人孔周辺陥没

陥没（約10×10m）
護岸の傾斜

パラペット約50m倒壊

パラペット約20m倒壊

パラペット約40m倒壊
陥没

パラペット約70m倒壊

パラペット約100m倒壊

トイレ内装・外装被害
大

パラペット約200m倒壊

パラペット約20m倒壊

陥没
陥没

陥没

人孔ズレ

陥没

写真①

写真③

写真④

国道357号 出典：国土地理院
HP

土のう一部崩壊

赤字：台風第15号による被害
緑字：台風第19号による被害

陥没

※延長は目測による
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令和元年台風第19号 川崎港東扇島地区 被災状況
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揚圧力で桟橋の床版が破損。

出典：国土地理院HP



令和元年台風第19号で、東京では昭和24年のキティ台風に匹敵する潮位偏差を記録。
キティ台風では約14万戸が浸水したが、その後の海岸・河川堤防、水門の整備や適切な管理・操作により、東京
都中心部の高潮による浸水被害を防止。
これら施設が整備されず、最悪のタイミングで台風が接近していれば、約60兆円以上の被害が発生すると推定。

これまで進めてきた東京湾の高潮対策により、浸水被害を防止！キティ台風時の高潮に匹敵する潮位偏差を記録

キティ台風時の浸水状況
（東京都中心部）

・伊勢湾台風級の高潮にも対応できる河川堤防、防潮堤等を整備。
・東京都中心部を守る堤防の高さは概ね確保

国管理河川

東京都管理河川

東京都建設局管理海岸

東京都港湾局管理海岸

水門、排水機場

（参考値）
潮位T.P.+1.69m規模の高潮※

が発生し、堤防や水門が無かっ
た場合、以下の被害が発生す
ると想定：

被災人口： 約２５０万人
浸水面積： 約１７６km2
被害額： 約６０兆円

水門の整備

防潮堤の整備

潮位・潮位偏差の比較 浸水戸数の比較令和元年台風第19号時の潮位等

潮位偏差

昭和24年
キティ台風

令和元年
台風第19号

137,878戸

浸水被害
なし

潮位
偏差

潮位
偏差 潮位

偏差

T.P.+1.51m
最高潮位

10/13 4:00

T.P.+2.13m潮位
キティ台風時の最高潮位T.P.+2.02m

1

0

2

T.P.m

-1

1

実際の潮位
天 文 潮 位

10/13 0:0010/12 12:00

0

1.38m
最大潮位偏差
10/12 22:00

河川・海岸事業による高潮対策

T.P.+0.75m
10/12 17:00

T.P.+0.75m

台風の接近が
数時間ずれていたら

キティ台風を超える
潮位となっていたおそれ

台風第19号による高潮から
東京を守る今井水門
（令和元年10月12日）

m

昭和24年
キティ台風

令和元年
台風第19号

1.38m

T.P.+1.51m
T.P.+2.02m

1.40m

実際の潮位

台風による
潮位上昇分
（潮位偏差）

気象の影響を
除いた潮位
（天文潮位）

台風第19号による高潮から
東京を守る上平井水門
（令和元年10月12日）

※平成29年台風第21号による高潮

着実な高潮対策により、浸水被害を防止 －東京湾の高潮－
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防災部会の検討の方向性
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３．災害に強い海上交通ネットワーク機能の強化
熊本地震や平成30年7月豪雨において、被災した陸上交通網の代替として、フェリー等が活用され、
耐震強化岸壁等の海上交通ネットワークの機能の重要性が改めて認識。また、高波に対しても海
上交通ネットワークの機能に致命的な影響を与えない対策が必要。

防災部会の検討の方向性

４．早期復旧・復興に向けた港湾の活用
熊本地震や平成30年7月豪雨において、被災地の復旧・復興に不可欠な災害廃棄物の迅速な処
理に、港湾空間や海上物流ネットワークが有効に活用された。

1．頻発化する台風への対応
平成30年台風第21号や令和元年台風第15号、第19号ではこれまで経験したことの無い、高潮・高
波・暴風により、港湾に甚大な被害が発生。また、平成30年台風第21号では神戸港・大阪港でコン
テナターミナルの機能が一定期間停止し、台風に対する海上交通ネットワークの脆弱性が顕在化。

２．気候変動に起因する外力強大化への対応
ＩＰＣＣ特別報告書等では将来の海面水位の上昇や台風の強大化が指摘されており、長期的な視
野に立った対策が必要。

上記の事項について対象事象、地域、時間スケール、実施主体の観点も
含めて、ご審議をお願いしたい。

ソフト

仮置場等の
確保

耐震強化岸壁の
確保等

護岸等の補強・
嵩上げ等

・設計沖波の更新
・防衝工の設置

・避泊地の確保 等 ・港湾BCPの
更新・活用

・港湾広域防
災協議会の
活用

・台風対策委
員会の活用

・台風接近時
の錨泊地の
検討

等

ハード
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エリア ３大湾 その他
計

使用モデル 有義波法
スペクトル法

小計 有義波法
スペクトル法

小計うち
第3世代モデル

うち
第3世代モデル

現
行
の
設
計
沖
波
の
設
定
時
期

5年以内 ０ ３ ３ ３ ０ １５ １５ １５ １８

6年-10年 ０ ０ ０ ０ １ ３ ３ ５※１ ５

11年-15年 ０ ５ ５ ５ ０ ２０ ２０ ２０ ２５

16年-20年 ０ ０ ０ ０ ２ ９ ７ １１ １１

20年- ０ ０ ０ ０ １７ ２３ ０ ４３※２ ４３

計０ ８ ８ ８ ２０ ７０ ４５ ９４ １０２
重要港湾以上の港湾（１２５港湾）を対象。設計沖波の設定なし２３港。
同一港湾内において複数の設定がある場合は、一番古い設定時期及び波浪推算モデルを選出。

※１：実測値による設定（１港）を含む。
※２：波浪推算方法不明（３港）を含む

設計沖波の更新状況（直轄）



IPCC第51回総会（令和元年９月20日～24日）において、「変化する気候下での海洋・雪氷圏に関する

IPCC特別報告書（海洋・雪氷圏特別報告書） 」の政策決定者向け要約が承認されるとともに、

報告書本編が受諾された。

2100年までの平均海面水位の予測上昇範囲は、RCP2.6 では0.29-0.59m、RCP8.5では0.61-1.10mと
第５次評価報告書から上方修正された。

図：1986～2005年に対する2300年までの予測される海面上昇（確信度：低）
（挿入図は、RCP2.6及びRCP8.5の2100までの予測範囲の評価を示す 確信度：中）

※SROCC: Special Report on the Ocean and Cryosphere in a Changing Climate

概要

海洋・雪氷圏に関する過去・現在・将来の変化、並びに高山地域、極域、沿岸
域、低平な島嶼及び外洋における影響（海面水位の上昇、極端現象及び急激な現
象等）に関する新たな科学的文献を評価することを目的としている。

各報告書の構成

・ 海洋・雪氷圏特別報告書（SROCC）
第１章：報告書の構成と背景
第２章：高山地域
第３章：極域
第４章：海面水位上昇並びに低海抜の島嶼、沿岸域及びコミュニティへの影響
第５章：海洋、海洋生態系及び依存するコミュニティの変化
第６章：極端現象、急激な変化及びリスク管理

・ 政策決定者向け要約（SPM）
はじめに
セクションA：観測された変化及び影響
セクションB：予測される変化及びリスク
セクションC：海洋及び雪氷圏の変化に対する対応の実施

出典：SROCC,2019年9月
https://report.ipcc.ch/srocc/pdf/SROCC_FinalDraft_FullReport.pdf

シナリオ

1986～2005年に対する2100年における
平均海面水位の予測上昇量範囲(m)

第5次評価報告書 SROCC

RCP2.6 0.26-0.55 0.29-0.59

RCP8.5 0.45-0.82 0.61-1.10

出典：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「海洋・雪氷圏特別報告書」の公表（第51回総会の結果）について
（環境省令和元年9月25日付け報道発表）https://www.env.go.jp/press/107242.html

IPCC 海洋・雪氷圏特別報告書（ SROCC※ ）
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大規模地震等が発生した場合における住民の避難や物資の緊急輸送に対処するため、耐震性を
強化した係留施設等の計画的な整備を進めてきた。
一方、近年の災害では、緊急物資輸送として、大型輸送船や護衛艦、フェリー等が使用されている。

耐震強化岸壁の変遷

時期 根拠 水深・延長 緊急物資 幹線貨物

昭和59年（1984年）
8月～

港湾における大規模地震対
策施設の整備構想について
※日本海中部地震（昭和58

年７月）の教訓を踏まえ策定

5.5m・90mを基本
（2,000DWTの船舶を想
定）

耐震化

平成8年（1996年）
12月～

港湾における大規模地震対
策施設整備の基本方針

※阪神淡路大震災（平成７年
１月）の教訓を踏まえ策定

背後人口が多い港湾：
10m
それ以外の港湾：7.5m
※延長は130mが一般的

必要に応じて
耐震化

平成25年（2013年）
4月～

幹線貨物輸送対応ターミナル、
港湾計画における取扱等に
ついて（平成25年4月）

すべて耐震化（兼用可）

耐震強化岸壁の変遷

最近の災害派遣の例

おおすみ
8,900t、全長178m

はくおう
17,350ＧＴ、全長199.45m

いずも
19,500t、全長248m



港湾法における港湾の種類と配置

奄美・沖縄諸島

国際戦略港湾（ 5港）

国際拠点港湾（18港）

重要港湾 （102港）

稚内

神
戸

尼
崎
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芦
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島
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市
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新
居
浜

須
崎
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予
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治

松
山

宿
毛
湾

宇
和
島

三
島
川
之
江

東
播
磨

姫
路

御
前
崎

和歌山下津

岡
山

宇
野

水
島

福
山

尾
道
糸
崎

呉

広
島

岩
国

徳
山
下
松

三
田
尻
中
関

宇
部

小
野
田

下
関

苅
田

北
九
州

中
津

別
府 大
分

博
多

津
久
見
佐
伯

唐
津

伊万里

三池

熊本
三角

八代
細島

佐世保

長崎
福江

厳原

郷ノ浦

西之表

川内

鹿児島
志布志

油津

宮崎

三
隅

浜
田

西郷

境
鳥
取

舞鶴

敦賀

清
水

田
子
の
浦

横
須
賀

東京

川崎

横浜

千葉

木更津

鹿島

茨城金沢
伏木富山

七尾 直江津

新潟

小木

両
津

小名浜

相馬

仙台塩釜

大船渡酒田

釜石

宮古

久慈

八戸

秋田

船川

能代

むつ小川原
青森

名瀬

運天

金武湾

中城湾那覇

平良

石垣

紋別

網走

根室

釧路

十勝

苫小牧

室蘭

函館

小樽

石狩湾新

留萌

延長が130mより長い耐震
強化岸壁を有する港湾

延長が130m以下の耐震
強化岸壁を有する港湾

計画は存在するが未整備
の港湾

計画が存在しない港湾

① ② ③ ④ 計

国際戦略港湾 ５ ０ ０ ０ ５

国際拠点港湾 １７ ０ １ ０ １８

重要港湾 ４２ ２５ ２２ １３ １０２

計 ６４ ２５ ２３ １３ １２５

①

②

③

④
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被災地の復旧・復興に不可欠な災害廃棄物処理への対応

中央防災会議では、南海トラフ巨大地震が発生した場合、最大で約3億トンの災害堆積物等が
発生すると推計されている。

近年の災害では、流木や土砂・ガレキ等の災害廃棄物の仮置場として、港湾空間が活用されて
いる。
海上輸送による広域的な災害廃棄物の処理も実施されている。

・建物がれき等の災害廃棄物が約8,600万トン～約2億5千万トン発生、
津波堆積物（土砂堆積物）が約2,400万トン～約5,900万トン発生。

・用地不足等により、災害廃棄物の仮置場の確保が困難となる。

【中央防災会議 防災対策推進検討会議 南海トラフ巨大地震対策検討
ワーキンググループ（H25.8）資料より抜粋】

令和元年台風第10号による流木被害（和歌山県 日高港）

東日本大震災で発生した災害廃棄物

熊本地震発生後、災害廃棄物の仮置場（熊本港）
熊本港

姫川港

リサイクルポート

リサイクルポートを活
用した広域的な処理

木くず



平成３０年７月豪雨等～早期復興に向けた港湾を活用した災害土砂の輸送～
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◆ 坂町において発生した災害土砂・約9万m3は、作業用ヤードの復旧も含め、昨年11月に搬出完了。
◆ 呉市において発生した災害土砂・約23万m3は、作業用ヤードの復旧も含め、本年12月に搬出完了の見込み。


